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人事行政の運営、給与などの状況の公表
市の人事行政運営における公正性、透明性を高めるため、職員数、給与、勤務時間、勤務条件などの状況を公表します。	

2　職員の平均給与月額、初任給などの状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（平成 24 年 4 月 1 日現在）

3　一般行政職の級別職員数などの状況
一般行政職の級別職員数の状況（平成 24 年 4 月 1 日現在）

4　職員の手当の状況
(1) 期末手当・勤勉手当（23 年度）

Ⅰ　職員の任免および職員数について
	1　職員数の状況		
(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由（各年 4 月 1 日現在）

Ⅱ　職員の給与の状況について
1　総括	 	
(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員の採用・退職等の状況

(2) 職員の初任給の状況（平成 24 年 4 月 1 日現在）

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 24 年 4 月 1 日現在）

(2) 職員給与費の状況（普通会計予算）	

(3) 職員数の推移（各年 4 月 1 日現在）

(2) 退職手当（平成 24 年 4 月 1 日現在）

(3) 時間外勤務手当

( 注 ) 職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有す
　　	る休職者、派遣職員などを含み臨時または非常勤職員を除きます。

( 注 )1　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。	
( 注 )2　職員数には教育長を含まない。

( 注 )1　給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

( 注 )1　職員手当には退職手当は含みません。	 	
　　	2　給与費は当初予算に計上された額です。	 	

( 注 ) 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種にかか
　　		る職員に支給された平均額です。

平均給料月額=各職種の職員の基本給の平均	
平均給与月額 =給料月額と毎月支払われる扶養手当などの諸手当の額を合計したもの

照会先 職員課　☎23-6814

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職 44.0歳 338,400円 386,874円

技能労務職 52.3歳 287,100円 324,885円

教　育　職 41.8歳 383,400円 448,917円

区分
関 市 国

初任給 2年後の給料 初任給

一般行政職
大学卒 172,200円 184,200円 172,200円

高校卒 140,100円 148,500円 140,100円

区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職

大学卒 252,800円 299,700円 363,800円

高校卒 205,900円
264,700円

(経験年数16年)
302,100円

区 分 採 用 者 数 退 職 者 数 転 入 者 数 転 出 者 数

H23.4.2～H24.4.1 16人 26人 13人 12人

区分
住民基本台帳人口
(23年度末)

歳出額Ａ 実質収支 人件費Ｂ
人件費率
Ｂ／Ａ

(参考)
22年度の
人件費率

23年度 91,179人
38,097,242

千円
1,781,032

千円
5,935,577

千円
15.6% 16.6%

区分
職員数

Ａ

給与費 一人
当たり
給与費
B/A給料 職員手当

期末・
勤勉手当

計 Ｂ

24年度 677人
2,693,933

千円
397,603

千円
976,754

千円
4,068,290

千円
6,009
千円平成23年度

支給実績 93,448千円

職員１人当たり平均支給年額 158千円

平成22年度
支給実績 65,586千円

職員１人当たり平均支給年額 120千円

区分 標準的な職務内容 職員数(人) 構成比(％)

7級 部 長 ・ 次 長 12 2.7 

6級 課 長 ・ 主 幹 56 12.8 

5級 課 長 補 佐 128 29.4 

4級 主 任 主 査 58 13.3 

3級 係 長 ・ 主 査 104 23.9 

2級 主 事 ・ 技 師 26 6.0 

1級 書記・技手他 52 11.9

関市 国

一人当たり平均支給額 1,367千円 －

 (23年度支給割合)　　
期末手当 勤勉手当
2.60月分 1.35月分

 (23年度支給割合)　　
期末手当 勤勉手当
2.60月分 1.35月分

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級などによる

加算措置　有

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級などによる

加算措置　有

　 　 　   区分
部門

職員数 対前年
増減数

主な増減理由
平成23年 平成24年

一
般
行
政
部
門

議　会 6 6 0

総務企画 143 146 3 ・業務増、育児休業者の補充

税　務 37 35 △ 2 ・重複配置の解消

民　生 118 120 2 ・育児休業者の補充

衛　生 59 56 △ 3 ・事務の統廃合縮小

労　働 1 1 0

農林水産 30 30 0

商　工 18 19 1 ・業務増

土　木 59 55 △ 4 ・事務の統廃合縮小

小　計 471 468 △ 3

特別行
政部門

教　育 203 196 △ 7 ・民間委託、事務の統廃合縮小、退職不補充

小　計 203 196 △ 7

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病　院 11 11 0

水　道 31 31 0

下水道 29 29 0

その他 25 26 1 ・育児休業者の補充

小　計 96 97 1

合　計 770 761 △ 9

　 　 　   区分
部門

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成20年から24年
までの増減数(率)

一般行政 504 489 478 471 468 △36(△  7.1％)

教育 235 226 217 203 196 △39(△16.6％)

普通会計計 739 715 695 674 664 △75(△10.1％)

公営企業等会計計 115 108 103 96 97 △18(△15.7％)

総合計 854 823 798 770 761 △93(△10.9％)

関市 国

(支給率) 自己都合 勧奨・定年 (支給率) 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 23.50月分 30.55月分 勤続20年 23.50月分 30.55月分

勤続25年 33.50月分 41.34月分 勤続25年 33.50月分 41.34月分

勤続35年 47.50月分 59.28月分 勤続35年 47.50月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分

1人当たり平均支給額 15,953千円 25,563千円

その他の加算措置　定年前早期退職特別措置 その他の加算措置　定年前早期退職特別措置


